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（法人単位）

（１１）　資本金及び資本剰余金の明細
（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

242,694,323,693 ― 2,500,000,000 240,194,323,693

242,694,323,693 ― 2,500,000,000 240,194,323,693

17,701,863,630 ― 14,944,953 17,686,918,677

24,894,250 ― ― 24,894,250

-17,344,377,540 ― 235,618,726 -17,579,996,266

382,380,340 ― 250,563,679 131,816,661

-29,736,675,305 -1,939,189,456 -185,721,528 -31,490,143,233

-1,665,000 ― ― -1,665,000

-3,882,967 -241,483 ― -4,124,450

4,483,204,167 1,300,101 ― 4,484,504,268

-24,876,638,765 -1,938,130,838 64,842,151 -26,879,611,754

（注２）　当期減少額は施設費を財源とした固定資産の除却によるものであります。

（注３）　特定の償却資産の除却によるものであります。

（注４）　当期減少額は特定の償却資産の除却によるものであります。

（注５）　当期増加額は資産除去債務の増加によるものであります。

（注６）　スポーツ振興基金への出えんによるものであります。

（１２）　積立金の明細

（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　　　要

1,376,272,233 3,960,265,383 2,243,296,024 3,093,241,592 （注１）（注２）

1,450,964,036 ― 1,450,964,036 ― (注３）

13,606,856,487 17,358,877,637 7,943,626,771 23,022,107,353 (注４）（注５）（注６）

16,434,092,756 21,319,143,020 11,637,886,831 26,115,348,945

（注２）　当期減少額は通則法第44条第1項積立金への振替626,917,960円、積立金の取崩し867,023,791円及び前期の損失処理749,354,273円

　　　　によるものであります。

（注４）　当期増加額は前中期目標期間繰越積立金からの振替626,917,960円、スポーツ振興基金事業積立金からの振替1,450,964,036円及び

　　　　前期の未処分利益からの積立15,280,995,641円によるものであります。

（注５）　当期減少額は前中期目標期間繰越積立金への振替3,960,265,383円、国庫納付額821,166,940円、独立行政法人日本スポーツ振興セ

　　　　ンター法第24条第4項による積立金の取崩し2,786,653,248円及び同法附則第8条の6による積立金の取崩し375,541,200円によるものです。

（注６）　積立金の国庫納付等

　　　　１　前中期目標期間最終年度の積立金の期末残高13,606,856,487円のうち、独立行政法人日本スポーツ振興センター法第23条に規定す

　　　　　る特別の勘定以外の一般の勘定（以下「一般勘定」という。）における期末残高は531,351,040円であり、これに前中期目標期間の最終年

　　　　　度の未処分利益377,797,353円、前中期目標期間繰越積立金の使用残高8,781,533円及びスポーツ振興基金事業積立金の使用残高

　　　　　1,450,964,036円を加えると、通則法第44条第1項の積立金は2,368,893,962円となります。

　　　　２　この通則法第44条第1項積立金2,368,893,962円のうち、今中期目標期間の業務の財源として繰越の承認を受けた金額は1,547,727,022

　　　　　円であり、差し引き821,166,940円については国庫に納付しております。

（１３）　目的積立金の取崩しの明細

（単位：円）

金　　　額

867,023,791

867,023,791

　　施設費

損益外減価償却累計額

計

区　　　　　　　分

前中期目標期間繰越積立金

（注１）　当期増加額は独立行政法人日本スポーツ振興センター法第24条第1項及び第5項の規定による前中期目標期間からの繰越によるもので

計

（注３）

民間出えん金

政府出資金

計

摘　　　要

（注１）

区　　　　　　　分

資本金

（注２）

資本剰余金

資本剰余金

（注１）　当期減少額は不要財産の国庫納付によるものであります。

損益外利息費用累計額

損益外減損損失累計額

差　　引　　計

（注４）

　　目的積立金

（注５）

通則法第４４条第１項積立金

（注６）

　　損益外除売却差額相当額

スポーツ振興基金事業積立金

         あります。

（注３）　当期減少額は通則法第44条第1項積立金への振替によるものであります。

スポーツ振興基金助成事業費等
目的積立金

取崩額
計

区　　　　　　　分 摘　　　　　要

前中期目標期間繰越積立金
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（法人単位）

（１４）　運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

①　運営費交付金債務の増減の明細
（単位：円）

運営費交
付金収益

資産見返運営費
交付金

建設仮勘定
見返運営費

交付金
資本剰余金 小   計

15,820,043,000 15,288,695,008 82,270,746 2,433,748 ― 15,373,399,502 446,643,498

②　運営費交付金債務の当期振替額及び主な使途の明細

　（a）運営費交付金収益への振替額及び主な使途の明細
（単位：円）

費　　用

業務達成基準による振替額

389,123,491 388,845,151

4,022,063,984 4,015,044,521

7,957,122,000 7,935,221,834

70,180,000 61,308,599

1,357,046,300 1,344,429,984

185,114,000 185,114,000

470,854,000 463,524,618

60,807,476 60,807,476

期間進行基準による振替額 776,383,757 762,877,264

費用進行基準による振替額 － －

会計基準第81第4項による振替額 － －

15,288,695,008 15,217,173,447

　（ｂ）資産見返運営費交付金、建設仮勘定見返運営費交付金への振替及び資本剰余金への振替額並びに主な使途の明細
（単位：円）

振替額 振替額 主な使途 振替額 主な使途

13,966,560 － －

67,310,586 2,433,748
特許出願：1,197,004
ロゴ作成：997,920
商標出願：238,824

－

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

993,600 － －

82,270,746 2,433,748 －

人件費：125,351,352　業務費：59,762,648

情報の分析・提供事業

合計

新国立競技場整備事業

共通

災害共済給付及び
学校安全支援事業

施設改修工事：993,600

人件費：54,268,800　一般管理費：6,538,676

人件費：626,287,460　一般管理費：120,513,177　その他：16,076,627

該当なし

資本剰余金への振替

主な使途

業務用備品：2,308,824
施設改修工事：11,657,736

当　　期　　振　　替　　額

期末残高

区　　　　　分
運営費

交付金収益

資産見返運営費交付金への振替 建設仮勘定見返運営費交付金への振替

期首残高

―

共通

人件費：462,888,832　業務費：635,786

スポーツ施設運営事業

国際競技力向上事業

スポーツ振興助成事業

交付金
当期交付額

新国立競技場整備事業

スポーツ・インテグリティの
保護・強化事業

災害共済給付及び
学校安全支援事業

情報の分析・提供事業

主　な　使　途

運営費交付金の主な使途

人件費：253,044,147　業務費：135,798,832　その他：2,172

人件費：941,089,562　競技力向上事業費：1,549,748,867
その他業務費：1,523,545,568　その他：660,524

人件費：53,433,033　競技力向上事業費：7,604,246,000
競技強化支援事業費：254,907,000　その他業務費：22,050,259
その他：585,542

人件費：13,296,434　業務費：48,012,165

人件費：1,088,676,929　業務費：255,747,625　その他：5,430

スポーツ・インテグリティの
保護・強化事業

スポーツ施設運営事業

合計

セ　グ　メ　ン　ト

国際競技力向上事業
業務用備品：34,391,860
システム改修：12,409,200
施設改修工事：20,509,526

スポーツ振興助成事業
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③　運営費交付金債務残高の明細
（単位：円）

373,050,498

-                      

-                      

73,593,000

446,643,498計

〇翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高と使用見込みは以下のとおりです。

　スポーツ施設運営・提供に係る業務における「新国立競技場の竣工式に関する企画・運営業務の委託（14,999,949）」及び「ラグビー
場芝散水ポンプ等更新工事（5,000,000）」が、令和元年度に完了する見込みであることから、翌期に 計19,999,949 使用予定。
　国際競技力向上に係る業務における「戸田艇庫の地下埋蔵物に係る費用負担」が、令和元年度に完了する見込みであることから、翌
期に 1,800,000 使用予定。
　競技力向上事業費（戦略的強化）が、平成30年度中に計画額に達せず、令和元年度に完了する見込みであることから、翌期に
95,752,867使用予定。
　競技力向上事業費（基盤的強化）が、平成30年度中に計画額に達せず、令和元年度に完了する見込みであることから、翌期に
128,916,000使用予定。
　災害共済給付及び学校安全支援に係る業務における「災害共済給付オンライン請求システムの更改整備に係る費用」が令和元年度
に完了する見込みであることから、翌期に40,000,000 使用予定。
　退職金に係る支給額が、平成30年度中に計画額に達せず、令和元年度に支給が見込まれることから、翌期に 36,901,444使用予定。
　管理部門の活動に係る業務のうち、業務達成基準を採用している「グループウェアの導入準備に係る費用（48,095,338）」及び「改元
に伴う財務会計システムの改修（1,584,900）」が、令和元年度に完了する見込みであることから、翌期に計49,680,238 使用予定。

使用見込み

〇不測の事態に備えるため、平成30年度中に収益化単位の業務及び管理部門の活動に配分を行わなかった運営費交付金について
は、翌期に73,593,000 使用予定。

○翌事業年度への繰越額はない。

○該当なし

期間進行基準を
採用した業務に
係る分

費用進行基準を
採用した業務に
係る分

その他

運営費交付金債務残高

業務達成基準を
採用した業務に
係る分
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（一般勘定）

（８）　積立金の明細
（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要

8,781,533 1,547,727,022 875,805,324 680,703,231 (注１）（注２）

1,450,964,036 ― 1,450,964,036 ― (注３）

531,351,040 1,837,542,922 2,368,893,962 ― （注４）（注５）（注６）

1,991,096,609 3,385,269,944 4,695,663,322 680,703,231

（９）　目的積立金の取崩しの明細

（単位：円）

金　　　額

867,023,791

867,023,791

（１０）　運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

①　運営費交付金債務の増減の明細

（単位：円）

運営費交
付金収益

資産見返
運営費交付金

建設仮勘定
見返運営費

交付金
資本剰余金 小   計

15,820,043,000 15,288,695,008 82,270,746 2,433,748 ― 15,373,399,502 446,643,498

②　運営費交付金債務の当期振替額及び主な使途の明細

　（a）運営費交付金収益への振替額及び主な使途の明細
（単位：円）

費　　用

業務達成基準による振替額

389,123,491 388,845,151

4,022,063,984 4,015,044,521

7,957,122,000 7,935,221,834

70,180,000 61,308,599

1,357,046,300 1,344,429,984

185,114,000 185,114,000

470,854,000 463,524,618

60,807,476 60,807,476

期間進行基準による振替額 776,383,757 762,877,264

費用進行基準による振替額 － －

会計基準第81第4項による振替額 － －

15,288,695,008 15,217,173,447

新国立競技場整備事業 人件費：462,888,832　業務費：635,786

　　　　　44条第1項の積立金は2,368,893,962円となります。

（注５）　当期減少額は前中期目標期間繰越積立金への振替1,547,727,022円及び国庫納付額821,166,940円によるものであります。

（注６）　積立金の国庫の納付等

　　　　1　前中期目標期間最終年度の積立金の期末残高は531,351,040円であり、これに前中期目標期間の最終年度の未処分利益377,797,353円、

　　　　　前中期目標期間繰越積立金の使用残額8,781,533円及びスポーツ振興基金事業積立金の使用残額1,450,964,036円を加えると、通則法第

　　　　2　この通則法第44条第1項積立金2,368,893,962円のうち、今中期目標期間の業務の財源として繰越の承認を受けた額は1,547,727,022円で

　　　　　あり、差し引き821,166,940円については国庫に納付しております。

該当なし

スポーツ施設運営事業

国際競技力向上事業

スポーツ振興助成事業

スポーツ・インテグリティの
保護・強化事業

区　　　　　　　分

計

計

スポーツ振興基金助成事業費等

当　　期　　振　　替　　額

運営費交付金の主な使途

前中期目標期間繰越積立金

（注２）　当期減少額は通則法第44条1項積立金への振替8,781,533円及び積立金の取崩し867,023,791円によるものであります。

（注３）　当期減少額は通則法第44条1項積立金への振替によるものであります。

（注４）　当期増加額は前中期目標期間繰越積立金からの振替8,781,533円、スポーツ振興基金事業積立金からの振替1,450,964,036円及び前期の

区　　　　　　　分

前中期目標期間繰越積立金

運営費交付金収益
主　な　使　途

合計

人件費：54,268,800　一般管理費：6,538,676

人件費：53,433,033　競技力向上事業費：7,604,246,000
競技強化支援事業費：254,907,000　その他業務費：22,050,259
その他：585,542

人件費：1,088,676,929　業務費：255,747,625　その他：5,430

期末残高

区　　　　　分

災害共済給付及び
学校安全支援事業

人件費：626,287,460　一般管理費：120,513,177　その他：16,076,627

摘　　　　　要

交付金
当期交付額

目的積立金
取崩額

人件費：253,044,147　業務費：135,798,832　その他：2,172

人件費：941,089,562　競技力向上事業費：1,549,748,867
その他業務費：1,523,545,568　その他：660,524

―

共通

スポーツ振興基金事業積立金

人件費：13,296,434　業務費：48,012,165

人件費：125,351,352　業務費：59,762,648

期首残高

通則法第４４条第１項積立金

情報の分析・提供事業

（注１）　当期増加額は独立行政法人日本スポーツ振興センター法第24条第1項の規定による前中期目標期間からの繰越によるものです。

　　　　未処分利益からの積立377,797,353円によるものであります。
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　（ｂ）資産見返運営費交付金、建設仮勘定見返運営費交付金への振替及び資本剰余金への振替額並びに主な使途の明細
（単位：円）

振替額 振替額 主な使途 振替額 主な使途

13,966,560 － －

67,310,586 2,433,748
特許出願：1,197,004
ロゴ作成：997,920
商標出願：238,824

－

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

993,600 － －

82,270,746 2,433,748 －

③　運営費交付金債務残高の明細
（単位：円）

373,050,498

-                      

-                      

73,593,000

446,643,498

施設改修工事：993,600

新国立競技場整備事業

業務用備品：2,308,824
施設改修工事：11,657,736

合計

共通

国際競技力向上事業

情報の分析・提供事業

スポーツ・インテグリティの
保護・強化事業

災害共済給付及び
学校安全支援事業

建設仮勘定見返運営費交付金への振替
主な使途

セ　グ　メ　ン　ト
資産見返運営費交付金への振替

業務用備品：34,391,860
システム改修：12,409,200
施設改修工事：20,509,526

スポーツ振興助成事業

資本剰余金への振替

スポーツ施設運営事業

運営費交付金債務残高

業務達成基準を
採用した業務に
係る分

期間進行基準を
採用した業務に
係る分

使用見込み

〇翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高と使用見込みは以下のとおりです。

　スポーツ施設運営・提供に係る業務における「新国立競技場の竣工式に関する企画・運営業務の委託（14,999,949）」及び「ラグビー場
芝散水ポンプ等更新工事（5,000,000）」が、令和元年度に完了する見込みであることから、翌期に 計19,999,949 使用予定。
　国際競技力向上に係る業務における「戸田艇庫の地下埋蔵物に係る費用負担」が、令和元年度に完了する見込みであることから、翌
期に 1,800,000 使用予定。
　競技力向上事業費（戦略的強化）が、平成30年度中に計画額に達せず、令和元年度に完了する見込みであることから、翌期に
95,752,867使用予定。
　競技力向上事業費（基盤的強化）が、平成30年度中に計画額に達せず、令和元年度に完了する見込みであることから、翌期に
128,916,000使用予定。
　災害共済給付及び学校安全支援に係る業務における「災害共済給付オンライン請求システムの更改整備に係る費用」が令和元年度
に完了する見込みであることから、翌期に40,000,000 使用予定。
　退職金に係る支給額が、平成30年度中に計画額に達せず、令和元年度に支給が見込まれることから、翌期に 36,901,444使用予定。
　管理部門の活動に係る業務のうち、業務達成基準を採用している「グループウェアの導入準備に係る費用（48,095,338）」及び「改元に
伴う財務会計システムの改修（1,584,900）」が、令和元年度に完了する見込みであることから、翌期に計49,680,238 使用予定。

○翌事業年度への繰越額はない。

費用進行基準を
採用した業務に
係る分

その他

計

○該当なし

〇不測の事態に備えるため、平成30年度中に収益化単位の業務及び管理部門の活動に配分を行わなかった運営費交付金について
は、翌期に73,593,000 使用予定。
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